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日本海の漁業資源（総説） 
 

日本海の表面積は 105.9 万 km2、全容積は 168.2 万 km3 で
ある。最深部の水深は 3,700 m を超え、平均深度は 1,588 m
で広さの割にはかなり深い海である。日本海は北西太平洋の縁
海であり、対馬、津軽、宗谷及び間宮の 4 海峡で外海と接続し
ているが、対馬海峡を通じて流入する対馬暖流が殆どである。
これらの海峡はいずれも水深 50～140 m 程度と比較的浅くて
狭いため、海水交換は表層に限られている。その一方で、その
下層の約 300 m 以深には海域内で生成された日本海固有水と
呼ばれる水温 0～1℃・塩分 34.1 程度のほぼ均質な海水が全容
積の 85％を占める形で存在している。海底地形は南北で著し
く異なり、北側の朝鮮半島北部及びロシア沿海地方に沿った水
域では、狭くて単調な陸棚で縁取られ、陸棚に続く海底地形も
概して変化に乏しい。これに対して南側の日本海中央部から本
州にかけての水域は多数の堆、礁、島々が分布し、起伏に富ん
だ複雑な地形をしている。この地形的な特徴は底魚漁場として
の意義だけでなく、表層の海況や漁況にも重要な影響を及ぼし
ている。また、沿岸漁場として有用な 200 m 以浅の大陸棚上
の面積は 27.2 万 km2 で、日本海全体の約 4 分の 1 を占めてい
る（図 1）。（以上、長沼（2000）、気象庁ウェブページより） 

日本海の漁業資源と漁業 
地形的な特徴と制約を受けて日本海の生物相は成立してい

るが、その生物相は種数の面から貧弱であると言われている。
魚類について見ると、日本海に分布する種数は全体で 500 種
余であるが、西部の山陰沿岸海域で多く、北部で少ない傾向が
ある。日本海の主な漁獲対象魚種は、マイワシ、マサバ、マア
ジ、ブリ、スルメイカ等の浮魚類、ヒラメ、マダイ、カレイ類、
スケトウダラ、マダラ、ハタハタ、ズワイガニ、ベニズワイガ
ニ、ホッコクアカエビ等の底魚類が挙げられる。日本海の底性
魚類は、水深 200 m をおよその境界として、大陸棚上の「お
か場」と大陸棚斜面とそれより以深の「たら場」に区分され、
それぞれに生息する魚種が特徴付けられる。すなわち、「おか
場」には対馬暖流の影響下にある種類が、「たら場」には日本
海固有水の影響下にある種類が分布している（表 1）。日本海
には、1999 年に発効した日韓漁業協定において定められた「日
韓暫定水域」が設定されている（図 2）。 
日本海の浮魚類主要種の                 
生物学的特徴と資源動向 

【マイワシ】 
日本海で漁獲対象となるマイワシ対馬暖流系群は東シナ海

北部から日本海にかけて広く分布し、分布域は資源量とともに
変化してきた（図 3）。資源量の多かった 1980 年代には日本
海の沖合域にも分布していたが、資源量が減少した 2000 年以
降の分布域は沿岸域に限られていた（檜山 1998、Muko et al. 
2018）。産卵場は九州西岸から能登半島にかけての沿岸域に形
成されるが、資源増加期である 1986 年までは九州北部海域と
日本海西部海域の卵豊度が高かったのに対し、資源減少期であ
る 1990 年以降では日本海北部海域での卵豊度が高かった（檜

山 1998、後藤 1998、Furuichi et al. 2020）。産卵期は 1～6 

月、寿命は 7 歳程度である。マイワシの成熟開始年齢は資源量
によって変動する（森本 2010）ものの、2022 年の年齢別成熟

図 1. 日本海の概要（長沼 1992） 
 

図 2. 日本海の日韓暫定水域 
鳥取県農林水産部ウェブページより引用 
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率は、0 歳魚で 0％、1 歳魚で 25％、2 歳以上で 100％とされ
ている。 

本系群における日本の漁獲量（図 4）は 1983 年に 100 万ト
ンを超え、1991 年まで 100 万トン以上であったが、その後急
速に減少し、2000～2010 年の漁獲量は 2007 年（1.4 万トン）
を除き、1 万トンを下回った。その後はやや回復し、2011～
2021 年の漁獲量は 2014 年（9 千トン）と 2019 年（1.4 万ト
ン）に一時的な低下があったものの、3 万～7 万トン台で推移
している。なお、2022 の漁獲量は 7.1 万トンであり、日本海
北部（青森県～石川県）では前年より減少したが、日本海西部
（福井県～山口県）と東シナ海（福岡県～鹿児島県）では 前
年より増加した。 

本系群の推定資源量は 1970～1980 年代に増加し、1988 年
の資源量は 1,000 万トンを超えた。しかし、1990 年代に急減
し、2001 年～2004 年の資源量は 1 万トンを下回った。2004
年以降は増加し、2010 年に 10 万トンを超え、2020 年の資源
量は 36 万トン、2021 年の資源量 58 万トン、2022 年の資源
量は 75 万トンと推定された。2022 年の漁獲圧の水準は最大
持続生産量（MSY）を実現する水準を下回ると評価されている

ものの、親魚量の水準は依然として MSY を実現する水準を下
回っていると評価されている。 

 
【マアジ】 
日本海で漁獲対象となるマアジ対馬暖流系群は東シナ海南

部から九州、山陰、日本海の北部に至る沿岸に広く分布する（図
5）。日本海にも産卵場が形成されるが、主な産卵場は東シナ
海にあり、東シナ海南部では 2～3 月に仔稚魚の濃密な分布が
みられる（Sassa et al. 2006）。成長は海域や年代等によって
やや異なるが、1 歳で尾叉長 16～18 cm、2 歳で 22～24 cm、
3 歳で 26～28 cm に達する（Yoda et al. 2014）。寿命は 5 歳
前後と考えられ、1 歳で半数の個体が成熟を開始し、2 歳でほ
ぼ全ての個体が成熟する。 

本系群は日本と韓国、中国に漁獲されている。日本の漁獲量
は、1973～1976 年には 9.3 万～15 万トンであったが、その後
減少し、1980 年に 4.1 万トンまで落ち込んだ（図 6）。1980
～1990 年代は増加傾向を示し、1993～1998 年には 20 万トン
を超えたが、1999～2002 年は 13.5 万～15.9 万トンに減少し
た。2003 年からは再び増加し、2004 年には 19.2 万トンにな
ったものの、その後は減少し、2018 年以降は 10 万トンを下回
っている。一方、韓国は 2019 年以降増加傾向であったが、2022
年のアジ類の漁獲量は 4 万トンであり、前年から減少した（図

区分 おか場-Ⅰ おか場-Ⅱ おか場-Ⅲ おか場-Ⅳ たら場-Ⅰ たら場-Ⅱ たら場-Ⅲ
水深帯（m） 0～20 20～70 70～140 140～190 190～300 300～600 600～
代表的生物 ハタハタ（稚） ハタハタ（幼） ハタハタ（幼） ハタハタ（幼） ハタハタ スケトウダラ ベニズワイ

マダイ（稚） マダイ ヒラメ アブラツノザメ スケトウダラ ノロゲンゲ セッパリカジカ

チダイ（稚） チダイ ニギス（幼） ニギス マダラ アゴゲンゲ ドブカスベ

ヒラメ（稚） ヒラメ マガレイ ヒレグロ ヒレグロ アカガレイ コンニャクウオ類

シタビラメ類 ムシガレイ ムシガレイ ソウハチ アカガレイ ドスイカ

クロダイ マコガレイ ヤナギムシガレイ ホッケ ハツメ ホッコクアカエビ

キス タマガンゾウビラメ アイナメ ウスメバル ウスメバル ツバイ

カワハギ アカムツ カナガシラ キュウリエソ ズワイガニ ズワイガニ

メバル アラ ソコカナガシラ ヒキガニ トヤマエビ クモヒトデ類

ヒメジ アンコウ ツマグロカジカ ホタルイカ ミズダコ

テンジクダイ キンカジカ ギンポ クモヒトデ類 クモヒトデ類

ハオコゼ ヒメ エンコウガニ

クルマエビ ジンドウイカ

ガザミ ヒラツメガニ

シャコ エビジャコ

表 1. 新潟県沖合水域における底生生物群集構造（尾形 1980） 

図 3. マイワシの分布（対馬暖流系群） 
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図 4. 日本におけるマイワシ対馬暖流系群の漁獲量（1953～
2022年） 



令和 5 年度 国際漁業資源の現況  69 日本海の漁業資源（総説） 

© 2024 水産庁 水産研究・教育機構 
69― 3 

6）。韓国が漁獲するアジ類にはムロアジ類が含まれるが、ほ
とんどはマアジと推定される。中国のマアジ漁獲量は 2003 年
以降に報告されるようになった。2005～2007 年には 10 万ト
ンを超えたが、2008 年には 5.9 万トンに減少し、2009 年以降
は 2 万～4 万トンの間で推移し、2021 年は 2.8 万トンであっ
た。 

本系群の推定資源量は 1993～1998 年には 50 万～54 万ト
ンの高い水準を維持した。1999 年以降は 2001 年に 28 万トン
まで減少したが、その後増加して、2004 年は 54 万トンとなっ
た。2005 年から 2012 年（34 万トン）にかけて減少したもの
の、2013 年以降は緩やかに増加し、2022 年は 46 万トンとな
った。2022 の漁獲圧は MSY を実現する水準を下回り、親魚
量も 2020 年以降は MSY を実現する水準を上回り、直近 5 年
間の動向は増加と判断されている。 

 
【ブリ】 
ブリは沿岸性の回遊魚であり、日本列島の沿岸域に分布して

いる（図 7）。東シナ海の陸棚縁辺部を中心に、九州から能登
半島周辺以西及び伊豆諸島以西の沿岸の各海域で産卵する。産
卵期は太平洋側では 1～5 月頃、日本海側では 1～7 月頃まで
と考えられている（山本ほか 2007、宍道ほか 2019）。養殖

種苗にもなるブリの稚魚（モジャコ）は、3～4 月に薩南海域
に出現し、6 月には島根県隠岐周辺海域に分布する（Sakakura 
and Tsukamoto 1997、Uehara et al. 2006）。ブリには複数の
回遊パターンが確認されている（井野ほか 2008、阪地ほか 
2010）。近年、北海道におけるブリの漁獲量が急増しており、
水温変化や資源の増減に伴う分布域の拡大・縮小が要因と考え
られている。海域によって成長がやや異なり、日本海及び太平
洋北部では、1 歳で 37 cm、2 歳で 53 cm、3 歳で 67 cm、4
歳で 78 cm に成長するのに対し、太平洋千葉以西では 1 歳で
41 cm、2 歳で 60 cm、3 歳で 72 cm、4 歳で 80 cm に成長す
るとされている（亘ほか 2019）。満 2 歳前後、尾叉長 60 cm 
程度から生殖腺が急速に発達し（白石ほか 2011）、3 歳で全
ての個体が成熟する。寿命は 7 歳前後とされているが、9 歳の
報告もある（久野・岡田 2016）。 

ブリは日本と韓国で漁獲されている。農林水産省の漁業・養
殖業生産統計年報では、ぶり類（ブリの他、ヒラマサ、カンパ
チ類を含む）として集計されている。日本のぶり類の漁獲量は、
1990 年代以前は 3 万～6 万トン程度であったが、2000 年代は
5.1 万～7.8 万トンに増加した（図 8）。2010 年代になるとさ
らに増加し、2014 年には過去最高の 12.5 万トンに達した。そ
の後やや減少したものの、2022年は9.3 万トンとなっている。
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図 6. マアジの漁獲量（対馬暖流系群、1973～2022年） 

図 7. ブリの分布 
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図 5. マアジの分布（対馬暖流系群） 

図 8. ぶり類（ブリの他、カンパチ、ヒラマサ等を含む）の漁
獲量（1994～2022年） 
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韓国のブリ類の漁獲量も 2008 年から大きく増加し、2021 年
まで 0.9 万～1.9 万トン、2022 年は過去最高の 2.1 万トンであ
った。 

本種の推定資源量は 2008 年までは 14.1 万～22.3 万トン、
2009～2017 年は増加し、2017 年には 36.9 万トンに達した。
その後はやや減少したものの、2022 年の資源量は 32.6 万トン
となった。本種の漁獲圧は MSY を実現する漁獲圧（Fmsy）を
上回っており、親魚量は資源量が推定されている1994年以降、
MSY を実現する親魚量（SBmsy）を常に下回っていたと評価さ
れている。 

 
【スルメイカ】 
スルメイカは日本周辺海域に広く分布し、周年にわたり再生

産を行っている（新谷 1967）。このうち、秋季と冬季に発生
した群が卓越して多いことから、日本では産卵期の違いに由来
する分布回遊経路や漁期・漁場の違いをもとに秋季発生系群と
冬季発生系群の 2 系群に分けて評価している（Sakurai et al. 
2013）。秋季発生系群の主産卵期は 10～12 月、冬季発生系群
は 1～3 月と想定されている。秋季発生系群の産卵場は幼生の
分布状況（Goto 2002）から北陸沿岸から山陰、東シナ海北部
にかけての海域（図 9）と推定され、冬季発生系群の産卵場は
幼生の分布（森 2006）や成熟個体の分布（Kidokoro and 
Sakurai 2008）から東シナ海と推定されている。秋季発生系群
は、春以降の水温上昇と共に日本海を北上し、夏から秋にはほ
ぼ日本海の全域で漁獲対象となる。一方、冬季発生系群は主に
秋に太平洋側で漁獲される他、12 月以降は津軽海峡を通って
日本海側に来遊し（森・中村 2001）、日本海でも漁獲対象と
なる。スルメイカは単年生であり、発生時期や分布域及び雌雄
によって成長が異なるものの（浜部・清水 1966、新谷 1967、
木所・檜山 1996）、1 年で成長・成熟し、産卵後に死亡する
とされている。 

スルメイカは日本、韓国、ロシアによって漁獲されている他、
詳細が不明ながらも人工衛星夜間光画像の解析から中国と北
朝鮮による漁獲も把握されている（Park et al. 2020）。秋季発

生系群における日本及び韓国の合計漁獲量（4 月～翌 3 月の漁
期年で集計）は、1980 年代は平均 15.2 万トンであったが、資
源量の増加や韓国の漁獲量の急速な増加により 1996 年及び
1999 年漁期には日本と韓国の合計で 30 万トンを超えた（図
10）。しかし、日韓合計の漁獲量は 2000 年前後をピークとし
て減少し、2020 年漁期は 4.8 万トン、2021 年漁期は 5.8 万ト
ンとなり、2022 年漁期は過去最低の 4.0 万トンとなった。一
方、2005 年漁期以降に中国漁船による漁獲が本格化したとさ
れるが、詳細については明らかでない。そのため、我が国の資
源評価においては 2005 年漁期以降、年間 15 万トン程度の中
国漁獲があったと仮定して資源評価が検討されている。しかし、
近年は漁獲量が急減したと判断され、中国による秋季発生系群
の漁獲量は、2021 年漁期は 3.7 万トンに減少、2022 年漁期は
さらに減少して 0.9 万トンと推定されている。スルメイカ冬季
発生系群の漁獲量（秋季発生系群と同様に 4 月～翌 3 月の漁
期年で集計）も 1980 年代の漁期は低水準であったが、1989 年
漁期以降に増加傾向に転じて 1996 年漁期は約 40 万トンにな
った。2011～2015 年漁期は 18 万～29 万トンで推移していた
が、2016 年漁期以降は大きく減少し、2022 年漁期の漁獲量は
1979 年以降では過去最低の 2.0 万トンであった。 

スルメイカ秋季発生系群の推定資源量は1990 年代に増加し、
1997 年漁期に最大の 181.9 万トンとなった。1999 年漁期以降
は 2014 年まで 80 万～150 万トン台で推移したものの、その
後は減少し、2016～2022 年漁期は 40 万～90 万トン台、2023
年漁期の資源量はさらに減少し、過去最低の 21.4 万トンと推
定された。近年の漁獲圧は MSY を実現する水準を下回ってい
ると判断されるものの、親魚量の水準は MSY を実現する水準
を依然として下回っており、親魚量の動向は横ばいと判断され
ている。 

スルメイカ冬季発生系群の推定資源量は 1981～1988 年漁
期は 40 万トン以下で推移していたが、1989 年漁期以降増加
し、1996 年漁期には 102.2 万トンに達した。その後は概ね 50
万～100 万トンで推移していたが、2015 年漁期以降は減少に
転じ、2016 年漁期以降は 30 万トン以下で推移している。2022
年漁期の資源量は 13.1 万トンと推定され、2023 年漁期の資源
量は 10.1 万トンと予測された。2022 年漁期の漁獲圧の水準は
MSY を実現する水準を下回っていると判断されるものの、親
魚量の水準はMSY を実現する水準を依然として下回っており、
親魚量の動向は横ばいと判断されている。 

図 9. スルメイカの分布（秋季発生系群） 
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日本海の底魚類主要種の 
生物学的特徴と資源動向 

日本海の底魚資源を対象にした漁業は底びき網、船びき網、
刺網、はえ縄、一本釣り、かご網、定置網等の多種類にわたっ
ている。このうち、底びき網が基幹漁業であり、沖合底びき網
漁業と小型底びき網漁業に区分される。底びき網の漁獲物の主
要なものは、スケトウダラ、ホッケ、ハタハタ、アカガレイ、
ソウハチ、ムシガレイ、ニギス、ズワイガニ、ホッコクアカエ
ビ等である。 

 
【ズワイガニ】 
ズワイガニ日本海系群は本州沿岸から朝鮮半島東岸の大陸

棚斜面（水深 200～500 m）に分布する（図 11）。初産雌は夏
から秋、経産雌は 2～3 月に産卵抱卵し、初産雌の卵は 1 年半
余り後、経産雌の卵は 1 年後の 2～3 月に孵化する。なお、雌
の最終脱皮とそれに続く初産は比較的水深の浅い限られた海
域で集中して行われることが知られている（今 1980）。孵化
後は約 2～3 ヶ月の浮遊幼生期（プレゾエア期、第 1 ゾエア期、
第 2 ゾエア期、メガロパ期）を経て稚ガニに変態し、着底する
（今 1980、Yamamoto et al. 2014）。標識放流調査の結果か
ら、水平的に大きな移動を行う例は少ないことが知られている
（尾形 1974）。孵化から 6 齢までは 1 年間に複数回脱皮する
が（伊藤 1970）、それ以後は概ね 1 年に 1 回脱皮する。飼育
実験の結果では孵化から加入（雄：11 齢、雌：10 齢）まで 7
～8 年（Yamamoto et al. 2015）要したことから、寿命は 10
歳以上と考えられる。ズワイガニは漁期や甲幅制限、また雌の
未成熟個体や日本海大和堆における採捕禁止等が定められて
いる。これらの規制が遵守されているものの、水揚げ対象外の
個体が放流されても死亡している場合があり（山崎ほか 2011、
山崎・宮嶋 2013）、資源評価と資源管理における重要な課題
の一つとなっている。 

本系群は日本と韓国に漁獲されている。日本では主に底び
き網漁業で漁獲される他、かご網、刺網でも漁獲される。日本
の漁獲量は、1950 年代半ば～1970 年代初めは 1 万トン前後

から 1.5 万トンに達したが、1970 年代後半には 5 千トン程度
に減少し、1980 年代は 2 千～5 千トンで推移した（図 12）。
1990 年代初めには 2 千トン以下に減少したが、2000 年代は 4
千～5 千トンに増加し、2007 年には 5,209 トンに達した。2010
年代以降はやや減少傾向となり、2022 年は 2,176 トンであっ
た。日韓暫定水域を含む韓国の漁獲量は 2007 年（4,817 トン）
をピークに減少し、2022 年は 1,931 トンであった。 

富山県以西（A 海域）の推定資源量は 2000 年代初めの 1.3
万トン前後であったが、2003 年以降増加し、2007 年には 3.0
万トンに達した。しかし、それ以後は減少して 2022 年の資源
量は 1.43 万トン、2023 年は 1.92 万トンと推定された。A 海
域におけるズワイガニの漁獲圧は 2005 年以降、MSY を実現
する水準を下回っていると判断されている。2021 年と 2022
年の親魚量は MSY を実現する水準を下回ると推定され、親魚
量の動向も減少と判断されているものの、今後の資源量は増加
すると見込まれている。 

新潟県以北（B 海域）の推定資源量は調査を開始した 1998
年以降、2020 年までは 2 千～5 千トンの範囲であったが、2021
年は 7,711 トンに急増し、2022 年も 7,788 トンとなった。親
魚量の動向も増加と判断されている。 

 
【ベニズワイガニ】 

図 11. ズワイガニの分布（日本海系群） 
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図 13. ベニズワイガニの漁場（日本海系群） 
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ベニズワイガニ日本海系群は日本海の沖合域の水深 400～
2,700 m に広く分布する（図 13）。主産卵期は 2～4 月であり、
隔年産卵で抱卵期間は約 2 年である。浮遊幼生期はズワイガ
ニより長いとされている（Yamamoto et al. 2019、2021）。着
底後の移動は、成体ガニの場合でせいぜい 50～60 km 程度で
あり、大半は 10 km 以内にとどまる（養松 1993）。飼育条件
下では、雄が漁獲対象（甲幅 90 mm、12 齢に相当）に達する
まで 9.1 年以上（前田・内山 2011、中島 2020）要すること
から、寿命は 10 年以上であると考えられる。 

本系群は日本と韓国で主にかご網によって漁獲されている。
我が国 EEZ 内における漁獲量は、1980 年代中盤には 4 万トン
を超えていたが、2003 年には12,055 トンに減少した（図14）。
その後 2007 年には 16,902 トンまで回復したが、その後は再
び減少傾向となり 2020 年は 10,052 トンとなった。2021 年の
漁獲量は 11,179 トン、2022 年の漁獲量も 10,212 トンで、引
き続き低い水準となっている。韓国の漁獲量は 1993 年以降、
韓国 EEZ 内と暫定水域の合計値のみ把握されている。1997 年
（38,896 トン）から 2002 年（9,166 トン）に減少したが、そ
の後は年々増加し、2015 年には最大値の 41,647 トンに達し
た。しかし、その後は減少し、2020 年は 15,549 トンであった。
2021 年以降は増加に転じており、2022 年は 24,694 トンとな
っている。 

直近 5 年間の資源量指標値の変化から大臣許可水域の資源
動向は増加、知事許可水域の動向は横ばいと判断されている。 

 
【ホッコクアカエビ】 
ホッコクアカエビ日本海系群は北海道から鳥取県沿岸の水

深 200～600 m に分布し、底びき網、かご網で漁獲される（図
15）。日本海中央部の大和堆にも分布し、底びき網で漁獲され
る。産卵期は 2～4 月で、盛期は 3 月である。抱卵期間は約 11
ヶ月で、隔年産卵を行う。本種は雄性先熟の雌雄同体で、概ね
満 5 歳で雄から雌へ性転換する。雄としての成熟は 3 歳、雌
としての成熟は 6 歳とされるが、性転換及び成熟の年齢に関
しては議論がある（貞方 2004）。寿命は 11 歳と推測されて
いる（貞方 1999）。 

本系群の漁獲量は 1982 年の 4,155 トンをピークに減少し、
1991 年に最低の 1,404 トンとなった。その後、緩やかな増加
傾向となり、2011～2013 年に一時的に 2 千トンを下回ったも
のの、概ね 2 千トン以上の漁獲量を維持し、2022 年は 2,994

トンであった（図 16）。2022 年の資源水準は高位、過去 5 年
間（2018～2022 年）の標準化 CPUE の推移から動向は増加と
判断されている。 

 
【アカガレイ】 
アカガレイ日本海系群は隠岐東方、若狭湾、加賀沖を主とす

る島根県から青森県の沿岸の水深 150～900 m に分布する（図
17）。成長段階ごとに分布水深が異なり、成魚は季節的に水平
及び浅深移動も行う（永澤 1993、内野ほか 1997、山崎ほか 
1999）。産卵場は隠岐諸島周辺及び粟島北方に形成される。産
卵期は 2～4 月であり、水深 180～200 m に産卵場を形成す
る。雌は 25 cm、雄は 17 cm 程度で半数が成熟する（藤原ほ
か 2009）。2011 年の資源評価調査で確認された最高齢は、雌
24 歳、雄 19 歳であり、寿命はおよそ雌 20 歳、雄 15 歳と考
えられる。 

本系群は主に底びき網で漁獲される。漁獲量は、1991 年と
1992 年は 2,500 トンを下回っていたが、その後は増加して
2007～2010 年は 5,500 トン前後、2011 年は 6,158 トンとな
った（図 18）。しかし、その後は減少傾向となり、2022 年の
漁獲量は 3,281 トンであった。調査を実施している 2000 年以
降の本系群の資源量は、2000 年以降増加傾向にあり、2015 年
は 62,103 トンと推定された。2016 年は約 50,000 トンに減少
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図 15. ホッコクアカエビの分布（日本海系群） 
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したが、2019 年以降はほぼ横ばいであり、2022 年の資源量は
45,307 トンと推定された。親魚量の動向は横ばいと判断され
ている。 

 
【ハタハタ】 
日本海に分布するハタハタは秋田県の産卵場を中心として

能登半島の東から津軽海峡にかけて分布する日本海北部系群
と、能登半島以西、山陰から朝鮮半島東岸にかけて分布する日
本海西部系群に区分して評価している（図 19）。日本海北部
系群の産卵場は主に秋田県沿岸であるが（杉山 1992）、青森
県鰺ヶ沢～岩崎沿岸や新潟県南部の沿岸、小規模なものでは富
山湾（友田ほか 2006）等にもみられる。一方、日本海西部の
我が国沿岸域には大規模な産卵場はなく、朝鮮半島東岸で生ま
れた群を主体に秋田県沿岸の産卵場に由来する集団も含まれ
ている（Shirai et al. 2006）。産卵期は主に 12 月であり、日
本海北部系群では産卵終了後、親魚は速やかに産卵場を離れ、
春にかけて新潟県の沖にまで南下して漁場を形成する（杉山 
1991）。寿命はおよそ 5 歳であり、雄は 1 歳以降、雌は 2 歳
以降に成熟する。 

日本海北部系群は冬季の産卵・接岸時に定置網、底建網、刺

網で漁獲され、それ以外の時期には底びき網によって漁獲され
る。漁獲量は 1970 年代前半に 2 万トン程度であったが、1980
年代にかけて急激に減少し、1991～1994 年は 200 トンを下回
った（図 20）。1995 年以降は徐々に増加し、2004 年には 5,405
トンに達した。しかし、その後も再び減少し、2022 年の漁獲
量は 438 トンであった。2022 年の資源水準は低位、動向は横
ばいと判断されている。 

日本海西部系群は底びき網で漁獲される。漁獲量は、1970 年
代から 1980 年代半ばには 8,000 トンを超える年もあったが、
1980 年代後半に減少し、1990 年代は 5,000 トンを下回る年が
多くなった（図 21）。1990 年代後半以降は増加し、2003 年
には過去最高（9,475 トン）となった後、1～2 年ごとに増減を
繰り返しながらも減少し、2022 年は 2,453 トンであった。長
期的な資源量指標値の推移から 2022 年の資源水準は高位、過
去動向は減少と判断されている。 
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図 17. アカガレイの分布（日本海系群） 

図 19. ハタハタの分布（上：日本海北部系群、下：日本海西
部系群） 

図 18. アカガレイの漁獲量（日本海系群、1991～2022年） 
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大和堆の漁業資源 
大和堆は日本海のほぼ中央に位置し、北緯 39 度 20 分、東

経 135 度を中心として、全体的に東北東－西南西の方向に、
長さ約 230 km、中央部の幅は約 55 km の長い紡錘状の形を呈
している（図 22）。水深 400 m 付近から頂部に平坦面がみら
れ、最浅部は 246 m に達する。水深 1,000 m 以浅の地域の面
積は約 7,900 km2 である（海洋水産資源開発センター 1992）。 

大和堆では、いか釣り漁業によるスルメイカ、かご漁業によ
るベニズワイガニ及び沖合底びき網漁業によるホッコクアカ
エビの漁獲が多い。この海域では、ズワイガニは全面的に禁漁
とされている。 

大和堆におけるホッコクアカエビの漁獲は、底びき網により
夏季を中心に行われている。1996～2003 年での大和堆におけ
るホッコクアカエビの推定資源量はほぼ横ばいであった。近年
は本州沿岸でホッコクアカエビが好漁であるために、2001 年
以降大和堆への出漁が減少し、その結果、大和堆での漁獲量は
低い水準にとどまっており 2022 年は 46 トンであった（図 23）。 

執筆者 
東アジアユニット 
水産資源研究所 水産資源研究センター  

底魚資源部 
木所英昭 
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図 20. ハタハタの漁獲量（日本海北部系群、1965～2022年） 
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図 21. ハタハタの漁獲量（日本海西部系群、1965～2022年） 

図 22. 大和堆の地形（海洋水産資源開発センター 1989、
1992） 
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